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　1，はじめに
　第2次大戦後，世界の貿易は著しく増大している。世界全体（共産圏諸国を除く）の貿易額をみるとt
960年には，輸入119，4　OO百万ドル．輸出1　1　5，100百万ドルであっkが，1968年には，輪入2
24，300百万ドル．輸出212，000百万ドルとなり，輸出入ともに2倍弱の増加となっ7Z　11）このよう准貿
易額の増加する一方，海外への資本投資も盛んに行2われるように攻っだ。18世紀中項には，産業革命
の進展と共にヨーロッパ諸国の間に低廉かつ確実ft原材料供給資源を確保する投資が行なわれfcが第1次
大戦後は，アメリカ資本が石油部門を中心に低開発国に進出し始め当時の技術先端産業部門がヨーロッパ
に進出しk第2次大戦後．とくにEEC成立後．アメリカ企￥の製造茱直接投資が急増しfU直接投資
の形態は，その目的から次のように分類される。
　市場指向型一市場の確保・拡大を求めるもの。
　自然資源指向型一原材料資源を求めるもの。
　人的資源指向型一単純労働者・熟練労働者・技術者准どを求めるもの。
　これら直接投資と貿易との関連をみると，市場指向型の場合には。投資国の貿易は，従来の製品輸出が
減少するマイナス面と，部品その他の原材料輸出が増大才ろブラス面とがある。直接投資が増大するとそ
の後輸出も増大するという見解もif”るが，一般的に直接投資の増大が投資国の輸出増大に直結するかどう
かρτついては明P－，かで攻いようである。次に，自然資源指向型の場合には，投資国にとっては，輸入が増
大し．投資受入れ国の輸出増大に寄与する。人的資源指向型の場合は，市場指向型直接投資と合わせて考
える必要がある。す准わち，企業はその資源（機械設備・特許・ノウハウ・中間製品等）に最も適合しだ
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水準の労働力を，できる限り安く雇用しようとする。そして，先進国の繊維産業が，労賃の安い発展途上
国の追い上げに刺激されて，発展途上国へ資広進出し自国への逆輸入や第5国への輸出を行なうのは，こ
の形態の典型であると言われる。世界の大勢が貿易fiZSCの目由化・関税率の相互引下げ等で．よりいっそ
う国際化に向うもので“nば，このタィブの直接投資は，常に市場指向型投資と表裏の関係を保ちつつ，
その重要性を増してゆくだろうと思わmる12）
　直接投資の意味は，現在では企業が外国に進出して事業を行ない，あZいは経営参加の目的で外国企菜
の株式を取得する点が重視される。1964年に改訂されだOECDの資本自由化コードでは，「ある企
業と永続的な経済関係を樹立することを目的として行kわれる投資で，とくに当該企業の経営に実際の影
響を及ぼす可能性のある」場合を直接投資と定’St　t，ている93｝直接投資による企菜支配を考えるとき．次
のようなことに注目し准ければならないであろう。すなわち，「国際的な直接投資をみるとき，その投資
主体が，各国rcま　kがって活動している巨大企業であるということが，直接投資を理解する上で決定的に
重要な点である。すなわち，これらの巨＊企菜は，経営戦略の一つとして海外での事業活勤を決定するの
である⊥（4）ここにいうE・・企菜・そ，aさVa国際会社（1。・erna・・。nal　C。rp。ra・、。n）
とか多国籍企業（Multinational　Enterprise）あるいは世界企業（Wo　rldEnterpr－
ise），超国籍企業（transnational　enterprise）等と呼ばれる企業である。このような
企業は．生産・販売等すべての面で世界的視野に立ち，その経営意思決定を行kう。そのだめの会計も当
然国際的視野に立ったものでなけれはならない。例えば，利益の測定をとりあげてみた場合，価格変動を
考慮するか否かによって，異っだ利益が算定されるであろう。国際企業は，価格変動の激しい国とそうで
ない国にも，世界のあらゆる諸国を市場として進出する。これら国際企業が直面する諸事情を考慮しなが
ら，国際企業に適応し得る会計理論を導かねばならないであろう。本稿は，経済国際化時代の現状を認識
しつつ，国際会計思考の生成過程と国際会計上の要点，とりわけ国際会計基準の考察K関連して，国際会
計上の価格変動の問題を検討しだいと思う。
（注）
（1）総理府統計局編「国際統計要覧」　1969，P．132
（2）経済審議会国際資本移動研究委員会編「資本自由化と海外企業進出」　PP．1－10参照
（3｝同上書　P．32参照
　　な澄，アメリカ企業のヨーロッパ進出の動機に関する1960年のマグロー・ヒル社の調査によると，
　新市場の開拓48％．和閏の格差20％，輸入制限16％．原料供給の確保15％．競争10％，労賃
　の格差6％。その他3％となっている。1963年に再度同じ調査を行なっだときも回答の順位は変ら
　准かっだ。C・レイトン・一現代の国際投資一小宮隆太郎教授他訳　PP．19－20参照
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　2，国際会計思考の生成過程
　会計学の発農の歴史をみても．従来，各国の国内の会計を対象としてきだが，経済社会の国際化に伴い，
国捺資本投資の増大，国際企業と呼ばれる会社の出現等から，会計も国際的視野に立った研究と実務が要
請される時代になってきft。そこで，国際会計基準の樹立されることを考慮しっっ，国際会計思考が生成
Lてきだ要因を考察することにする。
　（1）国際会計会議開催の歴史
　第1回国際会計会議は，190、4年にアメリカの職業会計士協会連合の主催で，セントルイスにて開催
されfc。この会議には，イギリス・オランダ・カナダの外国人代表を含めて，91名が参加した。そして，
アメリカの16の州から公認会計士が参加し，10の論文が発表されだ。公式の議事録によると9月26
日から28日まで開催されだ。この会議は，セントルイスに冷けるルイジァナ購買展示会を理由に開催さ
nftのであっft。主賓の中には，イングランド・ウェールズ勅許会計士協会の前会長であり，1881年
に出版されだ「監査人一その義務と責任」という古典によってもよく知られていたピックスレイ（Col
Francis　WPixley　1852－1933）がいて，投下資本（lnvested　capitaL）という講
演をしだ。この会議は，アメリカ会計士業（American　Aecounting　Profession）にとっ
て野心的なできごとであっk。当時の会員は，15州にまだが9140名であり，そのうち81名しか公
認会計士の資格を持っていなかっだ。このような時期に会計会議が開かれだことは，その後の公認会計士
協会の発展に大きな刺激を与えだのであった。
　今日，その当時の論文を読み返してみるとデイッキンソン（Low　Dickinson）による会社の利益
（The　Profits　of　a　Corporation），ウイルキンソン（GeorgeWilkinson）の
公認会計士の動向ra＝よびアメリカにかける職業会計士の職業の将来（The　CPA　Movement　and
the　Future　of　the　Profession　of　the　Public　Accountant　in　the
United　States），モンゴメリー（Robert　H．Montogomery）の公共企業体の利潤決定に
澄ける続一実務の重要性（The　lmportance　of　Uniform　Practice　in　Determin－
ing　the　Profits　of　Public　service　Corporations）等がある。そして，職業
会計人に多大な影響を一与えだだけでkく，アメリカの高等教育ではじめて職業会計士の訓練に特に専念す
るニュ＿ヨーク大学あ商学部に，会計と財務という講座が設けられだのもこの1904年の会議が作用し
だものと考えられるli）
　第2回の会議は，22年後の1926年にアムステルグムで，オランダの会計士協会の主催によ9開か
れだ。イギリス・ドイツ・フランス・イタリー等のヨーロッパ諸国をはじめロシア・アメリカ・デンマー
ク等15力国から，371名の代表が出席して，25の論文が提出されft。後に刊行されたモンゴメリー
の監査理論と実務（Auditing　Theory　and　Practice，1927）にかける公認会計士の法的
義務と責任の概要は，できていだものと思われる。Ernest　Evan　Spicerは，会計学に関する研
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究に対しても．文学に制けるノーベル賞と同じよう左卓越しだ国際的攻賞を設けることを提唱している、
　第3回の会議は，1929年にニューヨークで開催されだ。この会議には，20力国から1600人の
代表が参加して，65の論文が発表されkアメリカをはじめとして．ヨーロッパ諸国澄よび日ta・フイ
リッピン等も参加しfUわが国からは，下野直太郎，東養五郎・陶山誠太郎の三氏が参加され，下野直太
郎氏は，「貸借対照表の本質と形式」（英文）なる論文を提出し，貸借対照表の本質を財産価値計算表と
する当時の通説に対し，これは金ew支顧末表と解すべ詣を主張したρ
　多くの価値ある論議の一つに，E．Van　Dienによって提案されだ「ヨーロッパ大陸に分ける職業会
計の発展」があげられる。現在からみれば時代冷くれであっても．フランス・ドイツ・オランダを始めと
’して多くの国々に澄ける職莱会計の傾向を理解するだめの素地を提供している。その他，減価償却の実務
上の諸問題に関するものや，財務諸表の形式と内容，連結諸表6・・よび会計実務に影響する外部的影響攻ど
が含まれていだ。
　第4回の会議は．1953年にロンドンで開催され，49団体から90人の代表が送られ，外国かP－，も
79人の招待者が加わっだ。この会議に澄いて注目すべきことは，持株会社teよび従属会社会計の問題
（the　Problems　of　holding　company　and　subsidiary　accounting）が扱
わnftことである。　Sir　Albert　W．Wyon　は，親会社と子会社のだめにさらに多くの公表を主張
して，「有用性のわれわれの完全な尺度を達成するために，われわれは，業務澄よび授与の公共性の必要
度の変化に合致するそれらの限界を拡張する為にそmC－，の責任と意志の広範ft観点による限界Kっいて，
責任を履行するための誠実・独立かよび配慮を兼備せねばならない」と述べている。
　第5回の会議は，1938年ペルリンで開催されだ。この会議は，第2次大戦の前年にあだっkので，
会議の記録は，広く手に入らない。会議の開催中にミ＝．ンヘン恐慌が起きだ。そうしだ事情かCo．人的職
業的事柄も，いくぶんかは，友好的でkいものであっだ。それは，1938年の会議を明らかにすZ4巻
の資料のほとんどが残っていkいということからも明らかであろう。
　その後，第2次大戦によってしばらく中断されていだが，1952年に至り第6回の会議がロンドンで
開催されだ。この会議には，36力国から2，500人の代表が参加しft。この会議は，これまでの会譲よ
りも，会計の管理的側面がいっそう強く打ち出されft。そ11．は，国際金融Ei・よび通商に関して建設的lt影
響を及ぼし．会計に関する価格水準変動，fi　ZS発行のだめの会計上の要件，産業，実務，公共事菜にかけ
る会計担当者，租税の影響の仕方ftど熱心な論議で後の研究を刺激しだ。
　第7回の会議は，1957年にアムステルダムで開催されだ。この会議の重点は会計士の監i査職能が定
めP－，れft．のと，監査の独立であっだ。これは一人会計士だけで攻く実務家自身の誠実の認識にもとついて
いる。まπ会計士が多くの産莱を侵害しだとも述べられ，管理会計の発達，職業上の資格の領域としての
マネジメント・サービスの増Jit15一よびコントローラー・シップ職能の発達は，専門的職業に対する挑戦と
してすべてが語られてV－　ft。
　第8回の会議は，1962年に二＝一ヨークで開催された。この会議の中心テーマは，「世界経済に澄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一407一
ける監査と財務報告」であっだ。会計公進と会計原則にもとついだ世界経済が論議されだ。法律と条令の
衝突，貨幣の購買力の変動kSびに，国内澄よび国際基進の双方に関する会計原則と会計手続きの変化の
承認。さらに，監査と自由世界経済は，内部監査人の義務，職業会計士6・よびこれら両者の個人間の関係
について概観された。私的投下資本の流れに作用される国際的基準に関する監査基准の幅広い変化が歩る
と否とにかかわらずその問題は，公にされるだろう13｝
　第9回の会議は，1967年にパリで開催された。この会議では，会計の新しい範囲として，経済的展
望，国際的展望us．よび科学的展望が行なわnだ。このうちの国際的展望の中では，（1）会計原則の調和，（2）
監査基準：Ei・・よぴ監査手続きの国際的調和，（3）国際的企業特有の会計問題，（4）国際投fiに　b・ける決定的要素，
という項』があげC－，れている14）
　国際会計人会議は，既UC　1904年以来，9回開催され頂いるが，これ・までのところ，国際会計に関す
る諸問題について・さしたる実質的な成果はあがっていないようである。この点に関して，ミユーラー教
授は，「こnまでの国際会副人会議は，広場的な性格であり，多くの問題や考え方が述べられ賞讃を浴び
るのであるが，すぐに忘れられてしまう。各国代表者達は，それぞれの国の実務を述べあうだけで参加者
がいっしよになって考えることがなかっだ。…………とのような議論を続けても実質的なものは得られず，
会議全体として決定が下されだり，提案されだことがftかった」⑤　と述べている。こうしだ事情からミ
ユーラー教授は，国際会計人会議が，永続するだめの初歩的段階として，（1）会議のために継続的に機能す
る実行機関の設立。②会計の主要な諸問題に関する継続的作業を遂行するいくつかの専門委員会の任命。
（3博門誌の刊行という提案をしている！6）
　経済国際化の時代を迎え，多数の国際企業が出現している現状をみるとき，このよう左会議が真に実質
的実りのあるもので左ければならないであろう。こうした観点から，ミユーラー教授の提案は示唆に富ん
でいると思われる。
（注）
（1）Mary　E・Murphy，　The　Seven　lnternational　Congresses　of　Accounta－
　nts，　The　Accounting　Review，October　1961，PP．555－558参照
（2）佐藤孝一教授著「会計年表」P．55参照
（3）Mary　E．Murphy，OP．　cit．　PP．555－563参照
（4）木村重義教授稿「パリ国際会計士会義に出席して」企菜会計　1968年1月号PP．141－142
（5＞Gerhard　G．Mueller，Some　Thoughts　about　the　International　Cong－
　ress　of　Accountants，The　Accounting　Review，October　1961．　P．551
（5）ibid，P．552
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　（2）国際企業と直接投資
　国際企業とか多国籍企業あるいは世界企業などと呼ばれる企業の厳密な定義づけは，別にして，国際企
業という企業はいかなる形態であるかに関しては，ミユーラー教授のいう「二つ以上の国において所右さ
れ，管理される企業」（1）という定義に従い准がら，Business　Week．1965年4月20日号の多
国籍企業の定義を採用することにしftい。すなわち，「多国籍企業とは，一つ以上の外国に定着しだ製造
拠点，浄るいは他の形態の直接投資を確保していること。そして，それは真の意味に劃ハて全世界的な見
通しに立ち，経営者は，市場開発，生産および研究について，世界中のどこでもすぐに適用可能なあらゆ
纏本的意思決定を行な。ていること」（2）であるという．こうした世界的スケールで考え行動する企業は，
物心両面においても世界的なのである。
　国際企業は，海外直接投資の増大と関連が深いと思われる。1950年末のアメリカの対外直接投資残
高をみると，78億4，　100万ドルであっだ。それが1957年には，253億9，400万ドルに増加し，
5年後の1962年には，372億2，6GO万ドルに，さらにそれから5年後の1967年には592億
6，　700万ドルにも達した。1957年から1967年の10年間には，約2．4倍の増加率であり業種別
に伸び率倣きいのは，醸鳳び製造業で，この1・年間に3倍以上Klt，k③
　これを地域別に推移をみると，戦前は，ラテンアメリカに最も多く向けらnていだが．1950年代に
入るとそれがカナダに向けられるようになり，さらに1960年代後半からは，ヨーロッパに対して著し
い増加を示し，カナダとほぼ同額にまで増加しft。これAの推移が示す主たる理由は，ラテン・アメリカ
には，石油等の原料供給源として好適であっだ。まだカナダは，近くて資源も豊かで政治的にも安全であ
っだ。やがて，ヨーロッパが戦後の再建がなされるに至り，投資家達は，その潜在的可能性に気付きはじ
め，メキシ。やアルゼンチンよりも政治的にみて投資の繊が少ないことを知曜じめだのであk6（4）
　業種別の伸び率は石油業29．　4％，製造業40．7％と全体の70％を占めていることからも，アメリカ
の多くの国際企業の出現との関連に注目せねばならないであろうIS）
　アメリカのヨーロッパへの直接投資が急増しだ理由すなわち，国際企芙として進出したのは次の4つに
要約される16）
　第1は，アメリカにおける企菜収益率の相対的ft低下で3る。1950年には，アメリカ国内企業の自
己資本純利益率（税引後）が15．4％であっだが，海外直接投資の収益率（税引後）は総平均で15．7％
であり，うちヨーロッパ向けの収益率（税引後）は16．　5％と高収益率であっだ。やがて，1958年に
は，国内企業の利益率は8．9％にまで低下しだが，ヨーロッパ向けの収益率は，13．3％を示して冷り，
こ。，現象は，1965年まで続いた！7）
　第2は，EECの誕生である。1958年のEECの発足は，所得水準の高い広域布場を形成し高度成
長を期待させだ。域内関税の引き下げと，対外共通関税による差別政策は，アメリカ企業の対欧直接進出
を強く刺激した。
　第5は，独禁法のきびしい適用である。とくに在来の巨大企業には，独禁張（シヤーマン法・クレイト
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ン法）の風当ftりがことのほか強く，国内での同種他企業の合併・吸鰯ほとんど不可能に近嬬しかし，
現地法人の形で海外市場に進出し，さらには現地企業を買収・合併することは，さしあkっては独禁法に
はふれ左い。このため独禁法の適用を避けて海外に進出することになった。このようkアメリカの独禁法
との騰に帥て，・ング。マリ。ト（C。ngl。merat，）の急速ft£tilVCも注目すべきであろ鯉
　第4は，当時のアメリカ企業には，海外で得られだ利益は，それが在外子会社に留保されるかぎり，本
国に送金されるまでは課税されないという特典があったことである。
　こnまで主としてアメリカの国際企業の進出に関して，経済的背景を中心に海外直接投資の増大要因と
の関連を考察した。国際企業といえども企菜にかわりft〈究極的には，利潤の極大化をはかることをねら
いとしているはずである。自由世界諸国は，程度の違いこそあれいつれも価格変動にみまわれて齢り，こ
れG国際企菜にとっても例外ではない。国際企業の出現によって，会計も国際的視野に立っだ理論展開澄
よび実務が要求される。これまで国際会計思考の生成過程を，国際会計会議の開催をkどりながら；直接
資本投資の増大と国際企業の進出を中心に考察した。
（注）
（1）GerhardG．Mueller，　International　Accounting，1967・P・205
　　兼子春三教授監訳「国際会計論」　P．26g
（2）Business　Week，April　20，1963．　P．64，edited　by　Evnest　Dale，
　　Readings　in　Management，196　5．　P・436
（3》経済審議会・国際資本移動研究委員会編「資本自由化と海外企業進出」　PP・2・－15参照
（4）小宮隆太郎教授他訳・Cレイトン・Pユーリ「現代の国際投資」　PP．4－5参照
（5＞経済審議会・OP．cit．　PP．12－13参照
（6）東洋経済編「世界企業の経営と戦略」　PP．6－7参照
（7）経済企画庁編「経済白書」昭和43年版　P．15t参照
（8）佐藤定幸助教授著「コングロマリット」第5章参照
3，国際会計思考上の要点
　会計がこnまでほとんど各国別に研究発展してきているので，世界の諸国で行なわれている会計思考や
会計制度には，かなりの相違がみP－，れる。例えば，合衆国では，棚卸資産会計に後入先出法が広く認めら
れているが，他の国では認めら】nない。オランダでは，取替価値会計が広く行なわれているが，他の国で
は，歴史的原価主義に基づいていると言っkように各国の会計原則，監査基tetsよび手続き，報告実務等
にも多くの相違点があるli）
　国際企業は，世界のあらゆる国で経営活動を営むものであり，これの会計は，統一されft基準で行なわ
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れit　ttnぱkら攻いだろう。そこで各国の会計事情を考慮しながら，価格変動をいかに取9入れるかとい
　う問題と，国際会計基進との嬰連を論述しだいと思う。
　（1）国際的会計基準
　4日，明確に定められだ国際的会計基澄かよび監査基換はいまだ存在していない。オランダの会計士協
会の元会長であっだヤコブ・クレエンホフ氏（Jacob　Kraayenhof）　は，これらに関して，アメ
リカ公認会計士協会の1957年次総会の席上の演説で，「職業会計人のための国際的挑戦の情況は，ア
メリカ公認会計士協会の挑戦がなすであるということを確信している：すなわち，他国にむける常置委員
会の設立を勧誘すること，tsよび会計原則の領域でよりいっそうの統一性を達成するだめの恒久的接触を
講ること」②と述べている。
　この提案に関して．ミユーラー教授は，2つのジレンマが存在しているという。すなわち，「1つは，
統一性のアピールである。その提案の統一性を導く原理は，方法論上の拘束服（methodological
straight－jacket）よりもむしろ重要な意味があるということをはっき9強張した。多くの会計
担当者が・他国に⑱いて何を指導しまた関連があるかを同じように知ってい左い限りは，統一会計実務の
ftめの努力は早過ぎるかもしれftい。もう1つには，アメリカ公認会計士協会が先導の役割を必要とする
ことに関してである。国際的諸事情に関して，単一のリーダーシップは，疑わしい。同盟によって協定し
た行動ないしは支持者の共同生活体は，支配のそれよりもいっそうよく今日のパターンに一致すると思う。
このように考えるとき，クレエンホフ氏の提案も識の段階をこえたものでttkい」（3）と述べ，さらに続
けて，「わだし自身の提案に関しても，二重の難しさが存在している。まっ先に施行の問題がある。……
最初の手段を誰が講じるのか？………第2の難しさは，………この問題は，差し当り彼らの実務上の関心
からth　aりにも遠くかけ離れていると多くの会計担当者達は強く感じていると思われる。ある者は，合衆
国の職業は国際的レペルに関する仕事には，素朴に璽唾だ進備されていない”と書いている。それ故に，
私自身の提案も，クレエンホ・氏の提案と同じ運命に遭遇しだ」（4）とやや髄的と思われるよう観解を
示してはいるが，その後，フランスの統一会計思考にふれて，「この様式の思考は，会計は基本的にシス
テム・デザインコ5・よび算術の現象であり，まだ勘定の統一図表tsよび会計方法の統一は，会計努力の結果
の成否のm握，ているとhS主張峰づいている」⑤とも述べて，・一。。パの勘定統＿図表喉行可
能性に関する第一回UEC大会（4953年）の「会計の統一性と経済統合」という会議に対しても関心
を示している。しかし・ミユーラー s授は・全体としては・完全な統一は好ましくないとの見解ではある
がS6）国際会計を翫楊叙は，ど・して・艦膿がな隙ぱ，比較評働でき、t　h．、，わけ識
会社と子会社の連結財務諸表の作成問題について考えるとそこに何か共通の基獲がなければ，連結財務諸
表の内容は空虚なものとなるであろう。これについてクレエンホフ氏は，「私の考えでは．会計原則の調
査澄よび研究をする常置委員会の設立をそれぞれの適任の諸国にうながすべきである」（7）と積極的に国際
的会計基準の必要性を述べている。
　国際財務諸表の報告に関して，アーサーヤング事務所のパートナーであるウエストン氏（Frant
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T．Weston）の分類によれば，国際会計に関する財務諸表の報告問題は，職業上と実務上の二つの面
から考えらnる。すなわち，「職業上の面では，第1に，種々な国va・tsける会計報告の役割の異っだ諸概
念に関してである。アメリカの独立しft会計士の職能は，非常によく定められて：6・り，その指針も明白に
作成されている。その基礎と准るのが，一般に認め6れだ会計原則という概念の存在で3り，評価人の独
立であh実務上の面は，三つの要因によって複雑になる。すftわち，（1）言語，②通貨b’よび通貨換算，
（3＞報告形式である。言語要因は，国際会計人は，彼の報告書を読む人が，単に用いられたその言語のだめ
に，彼の意図しだ以上に，報告書から異った意味を推論するかもしnft　hということを心に留めて澄かね
ば左ら左い。
　通貨および通貨換算要因は，それが表面上考えEれている以上にいっそう複雑である。現缶財務諸表
は，二つの基本的事情のうち一つのもとに換算されている。すltわち，（1）子会社の財務諸表は，経営管理
目的がなかっだら．連結諸表を作成する目的で親会社の通貨に換算される。（2）独立会社の財務諸表は，主
として，後の国の読者の便宜のftめに，他国の通貨に換算される。
　報告形式の要因は，二つの広範左範疇によって考察さnる。（1）財務諸表は，比較の形式（居住地通貨と
外国通貨）で表示する。②財務諸表は，外国通貨で換算しだ形式だけで表示するS8）」と記されている。
A・CPA会計研究公報第43号によれぱ，貸借対照表礪して，次のように記している！g）固定雛
・長期投資・長期債権は，取得時基準。現金・売掛金・その他の流動資産は先物為替予約のついている場
合を除き，期末時基準h棚卸資産は，標准的左低価浅外貨で支払う流動負債は，期末時基準。長期負債
teよび資本金は，原則として，取得時基亀後に，長期債njteよび長期負債は，現在の相場で換算すると
会計原則委員会意見書第6号にょって改訂されだ9Φ
　これをアメリカ全国会計士協会（N．A。　A）の調査報告書第56号「海外活動にむける管理会計の諸
問題」の中にみられる海外活動を行っている51社の実態調査に基づいだ結果と比較すると次のようであ
る鯉
　流動資産寿よび流動負債は，期末時基準。長期債権も28社中21社は，期末時基亀長期債務も25
社中16社は，期末時基塊固定資産は，取得時基準，資本金は，子会社か親会社に買収された時点澄よ
び，外貨で発行されだ場合にも．事実上，親会社に株式が取得された時である。
　これまで記しだように財務諸表の連結問題だけでもかなりの見解の相違がみらnる。最後に，アメリカ
の主要20社の財務諸表が，海外の利用者にその国の言語にどのくらい翻訳されているかを示すと，完全
に翻訳しているのが20社のうち4社，一部まだは要約の翻訳が4社であり，残りの12社は全然翻訳し
ていないのである儀のこと＿つを馳上げてみても，国際的基蜘確立絡易でないことカ・知られるで
あろう。
（注）
（1）不破貞春教授稿「インターナシ。ナル・アカウンティング序説」産業経理昭和45年9月号
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　　　　　PP．7－10参照
・　（2）　Gerhard　G．Mueller，　The　Dimensions　of　the　International　Accou－
　　　　nting　Problem，TheAccounting　Reviewt　January　1963　P．145
　　（3），（4）　ibid　P．146
　　（5）Gerhard　G．MuellertWhys　and　Hows　of　International　Accounting，
　　　　The　Accounting　Reviewt　APril　1965，P．389
　（6）　Gerhard　G．Mueller，　International　Accounting，1967　P．114
　　　　兼子春三教授監訳「国際会計論」　P．162
　（7）　Jaeob　Kraayenhof，　International　Challenges　for　Aecounting，
　　　　The　Journal　of　Accountancy，　January　1960，　P．37
　（8）　Frant　T・Weston，　International　Accounting　and　Reporting　Probl－
　　　　ems，The　Arthur　Young　Journa1，　Su㎜er，1965，edited　by　Berg
　　　　MuellerlWalker，Readings　in　International　Accounting，1969
　　　　PP．52－66参照　　　　　　　　　　　　　　　　・
　（9）AICPA・Acc・unti・g　R・・earch　and’Termi・・1・gy　B・ll。・ti・・，fi・・1
　　　　edition，1961．PP．115－115，日本公認会計士協会国際委員会翻訳「会計原則総覧」
　　　　PP．212－214参照
　⑩　　ibid，Opinions　of　the　Accounting　Principles　Board　6，0ct　1965
　　　　Status　of　Accounting　Research　Bulletins，P．42
　ω　NA．A．Research　Report　56，Ma　na　ge　ment　Accounting　Problems　i　n°
　　　　Foreign　Operations，1960．PP．26　一一　27参照
　⑫　Kenneth　B．Berg，Gerhard　G．Mueller　and　Lauren　MWalker，Annual
　　　　Reports　GO　International，　The　Journal　of　Accountancy，August
　　　　196ア，P．60
　（2）価格変動と国際会計
　自由王義経済体制をとっている世界の国々では，程度の違いはあっても価格変動にみまわれている。国
際企eee　t・市場を求めて・いかなるところにも進出するから・価格変動を無視する会計では，企業の存続
すらも危くすることになる。そこで価格変動を正しく認識しだ会計が必要となる。価格変動を会計にとり
入れるには三つの方法が考えられている。すなわち．「（1）棚卸資産かよび固定資産のような特殊項目の価
格変動。（2）貨幣の一般的購買力の変動』（3個別面格と貨幣の一般的購買力の両者の変勤」（1）である。第（1）
の方法は，各資産の個別の価格変動だけを考慮するものであり，第（2）の方法は，その時の貨幣の一股的購
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買力を示すものであり，第（3）の方法は，個別の資産の価格変動と同時に貨幣の一般的購買力の変動もあわ
せて考慮するものである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　個別価格の変動を集積したものが，一般物価変動と准るのであるから，会計に価格変動を取り入れると
き，その両者を考慮する必要はなく，資産構成を異にしている個々の企菜としては，個別価格の変動のみ
を考慮すれば良いのである9国際企菜の会計を考えるとき洛国の価格変動を無視することはで諏い。
「もしアメリカで，年間約2％のインフレーシ。ンならば，手に負えないことになるが，過去10年間の
年次貨幣インフレーシ。ンが平均42％，過去5年間の合計が62％と冷どろくべき数値なのがブラジル
である」（3）ブラジ・・やアルゼンチン等は麟左イン。レーシ。ンvaみaわれている国であるカ・，クリーピ
ング・インフレーションは世界的に進行してte　o，伝統的会計では，一般に，利益の過大表示となるから．
これを回避するためにいろいろ手段がとAnている。　tnnち，「利益に関するインフレーシ。ンの誇張
の影響を回避する幾分徹底した方法は，利益の故意の過少表示である。換言すれば，秘密積立金の創設で
ある。妙なことだがこの実務は，いくつかの政府によって大目にさえみられている。オーストラリアおよ
びスウェーデンvaelaては一list的である」（4）と言わnる．このよう筋法をと硫くても企難持が可能
である会計すftわち，費用時価計上を行なえぱよいのである。アメリカでは，インフレーシ。ンを緩和し
て修正する方法としてよく知られているのが後入先出法の使用である。後入先出法を税法で認めている他
の国±しては，カナダ・中華民国．イタリー．日本US・よびオランダであるというIS）費用時価計上のうえか
ら後入先出法は，「実務的には費用の実質的補償の趣旨が生かされさえすればよいと考えているのでまず
棚卸資産の製造原価への算入とか，売上原価としては，これらの後入先出計算をもって費用時価計上に代
えることとする」（6）と考えればよい。
　オランダのフイリッブス社の1958年度の年次報告書では次のように記されている。「利益の計算に
bts　laて，インフレーシ。ンの問題は，最も重要左要素である。利益は，資本金teよび剰余金の購買力が維
持されだ後だけに計算されるということをわれわれの出発点としている。この目的のだめに，われわれは
取替価値（replacement　value）の原則を適用し，内部為替相場を使用し，まk必要な場合には，
物的資産以外に投下された資本について引当金を追加している」（7）　　　　　　　　　　　　　　’
　そこで次に取替価値会計の内容を論述してそのすぐれπ思拷を明らかにする。取替価値会計における取
替という意味は，ローセン氏（L．S．Rosen）によれば，「取替えというのは技術的に同一生産要素に
よる取替えではなく，因果関係からみて，経済的に能率の高い生産を行ftいうるよりよい生産要素による
取翫を意味する」（8）と述べられている．さ簾働て。一セン氏は，「企業の将来のある時点噺しい
資産を購入する契約を結んでいる場合には，この契約価格が収益に賦課さnる費用額の確認を基礎におき，
契約をとりかわしてないが，現在使用中の資産と同一の資産の評価額がわかる場合にはその数値を使い，
いずれの数値もわからない場合には，特殊価格指数を用いて，現在使用中の資産と同種の資産の価格と比
較して適彫諦獅識される」（・）と述べている。取舗値会計は．鰭原価会計が特殊鵬雛で
現在使用甲の阿一資産ft・hし同種の資産の取替時価を考慮しているのに対して，より経済的技術的にすぐ
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れft資産への取替えを考慮しているのである。しだがって，「ここで説明しだこの取替価値理論は，一般
価格水進冷よび現在会社で用いられている個々的資産の特殊価格が安定あるいは不安定でも適用される」
⑩　と考えられる点からも，絶えず変化する経済界に対拠しうる会計として，とりわけ国際企菜にふさわ
しい国際会計として注目に値すると思われる。
（注）
（1）　Graham　Peirson，　Three　Kinds　of　Adjustments　for　Price　Changes，
　　The　Accounting　Reuiew．　October　1966，　P．729
（2）不破貞春教授稿「価格変動と企業会計」産茱経理．1969年6月号　　P．86参照
（3）　Everett　J．Mann．　Inflation　and　Accounting　in　Brazil，The　Journal
　　of　AccountancyジNovember　1967，　P．49
（4）　James　｝LMacnei1，Accounting　for　Inflation　abroad，　The　Journal
　　of　Accountancy，August　1961，Edited　by　．Kenneth　B．Berg　Gerhard
　　G．Mueller，　Lauren　M．　Wa　1ke　r，Readings　in　International　Account－
　　ing，1969，　P．237
（5）　James　H．Mac　Neil，　OP．　cit．P．236
（6）不破貞春教授著「新訂会計理論の基礎」　P．187参照
（7）N・A・A・Research　Report　36・Management　Accounting　Problems　i．n
　　Foreign　Operations，1960　P．7
（8）　L．S．Rose馬Replacement－Value　Accounting，The　Accounting　Review，
　　January　1967．　P．107
（9）　童bid　P．107　　　　Q〔）　ibid　　P．108
4，　む　す　び
　国際会計思考として，取替価値会計のすぐれk内容については．すでにローセン氏の明快な論述によっ
て明らかに攻っだ。オランダのブイリッブス社が，取替価値会計を早くから実務に採用している背景には，
世界各地に系列会社をもつ国際的大工菜会社であることと，公企業・私企業のいずれを問わず会社につい
ての法的左いし強制的ft会計監査は行攻われないという目由左指1度的背景があることを記して澄かなけれ
ばkAftいだろう9》
　フイリッブス社では，決算に際して，海外の子会社の連結に独自な方法を行っている。この点に関して，
同社の内部監査主任でもあるゴーデケット教授（A．Goudeket）は，オランダとその子会社のある諸
国との通貨の購買力の関係を注意深く考慮して，「フイリップス社では，この方法で計算しだ為替相場は，
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願力相場（purch・・i・g　P・wer・ates）と呼ばれている」（2）と述べている。鴎的企業であ
るフィリッブス社が，取替価値会計を採用しているのも必然的lt帰結と思われる。すなわち，「程度の差
があり・それはときにかなり大きいものであるにしても，価格変動のft　h自由諸国は皆無なのであるから，
その問題を企業会計の原則にとりいれ，会計構造に具体的にあらわれるようにするのでなければ，財務諸
表の国際的連結の真の意味あいなぞは望むべくもないも同質・等価値概念こそが，すべての統一の基軸と
なら鮒ればな随いであろう」（3）
　このような価値の同質性を基準として作成されft財務諸表であってこそ国際的連結の価値が生ずると思
う。国際会計問題を考えるときには，このような同質・等価値概念に基づいて作られる国際的会計基準澄
よび監査基準の制定が重要であろう。国際会計問題は，会計の新しい領域であると思わnるし，大学の研
究に値いする領域の問題であると考えられ濾）国際会計を確立すA．．ftめには，国際会言＋に関する教育が
必要である。この点に関して・ミユ・一一ラー教授は，「国際会計教育を受ttるには，会計実務澄よび会計理
論の実際に役立つ知識を持っていること。そして，異っだ法律制度や社会制度，言語上の障害，コミコーニ
ケーシ・ンの問題その他国際企業澄よび国際的知識の交換に対する制約，これらを十分に処理する高度
の知識を持っていることが必要である。結局，国際会計教育は，大学院の課程でおこkわれるべきである
」（5）と述べている．
　すでに述べftところからも明らかなように，国際会計問題が本格的に研究されるようになっだのは，1
96・年代va入，てかC－，であり16）国際企業の出現以来，財綿表の国際的連結梱際比較の関心は融．
ている！7）国離業の糖濁を分析し，，．。評価する肋には，どうしても鴎的禰に立，だ会計韓．
監査基準冷よび手続きが必要である。こうしft点に関してジエニングス氏（AlvinR．Jenn　ings）
は・「自由世界諸国の相互依存，国際貿易の拡大，新しい独立酌）出現とそのほとんど限りない経済的か
よび社会的援助の必要性，古い国々が負わなければなら左い責任，すなわち，巨大准外国援助と協力計画
そして，一般に，現在のダイナミズムーこれらのどれをみても，将来に冷いて，世界の会計職業がだんだ
んと接触を深めてゆくことは確実である。そして，やがては，必ず会計；b・よび監査の国際的基準が現われ
るに違hk・・」（8）と述べている。先に遮だように，国際会tA会議は，19。4年以来，既、，，回開催
さnkが，現在までのところほとんど実質的成果はあがっていないようだカ㍉海外直接投資の増大，国際
的企芙の出現などの経済国際化の時代を迎え，国際的会計および監査基準などの制定の契機となるような
方向へのいっそうの発展が望まれる。
（注）
（1）不破貞春教授稿「取替価値会計の理論」企業会計．1970年8月号　　P．25参照
　　R．S．Gynther，Accounting　for　Price－Level　changes　－　Theory　and
　Procedures，1966．　P．223参照
（2）　A．Goudeket，　An　Application　of　Replacement　Value　Theory，　The
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－416一
　　Journal　of　Accountancy．July　1960，　edited　by　Berg，Mueller，
　　Walker，Readings　in　International　Aceounting，1969，　P．152
（3）不破貞春教授稿「インターナショナル・アカウンテtング序説」産菜経理　1970年9月号P．11
（4）　Felix　P．Kollaritseh．　International　Accounting　Practices，
　　The　A　c　c　o　un　t．　i　n　g　Review，April　1965　P．5　85参照
（5）Gerhard　G．Mueller，Whys　and　Hows　of　International　Accounting，
　　The　Accounting　Review，April　1965　PP．391－392参照
（6）染谷恭次郎教授編著「経済国際化と現代会計」　P．4参照
（7）日本経済新聞1970。6．28朝刊，IISI（国際鉄鋼協会）は，日・米・英・独・仏の5力国代表
　　からなる専門委員会を設けて．統一様式で財務比較を行うことに左っπ。レボートの提出は，毎年6
　　月末で，第一回分は1969年度かち始める予魅当面は会社別の比較はできず，各国の業界対業界
　　の比較が行なわれる。日本かC－，は大手六社（新日本製鉄・日rc鋼管・住友金属工菜・川崎製鉄・神戸
　　製鋼所・日新製鋼）が参加する。他国の代表から，会辻別のレポートを各国とも出すべきであるとの
　　意見が出て冷り，将来統一様式による企業の国際比較が可能となる公算が大きいという。
（8）　Alvin　RJennings，　International　Standards　of　Accounting　and
　　Auditing，　The　Journal　of　Accountancy，　September　1962，　P．42
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